別記第１号様式

雇用状況明細書
２　１以外の場合                                                                               
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	分割基準適

用後の事業

年度末日現

在の数値　
	

	　

　

　

　

１

　

　

　
	新設又は増設した設備

（製造事業用）に直接

従事する従業者数　①
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　　　　　

　　　　　

        １
	

	
	前記①の新設又は増設

した設備に係る事務職

員等（直接従業者以外

の従業者）の数　　②
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　　　　　

　　　　　

　　　　　

        ２
	

	　

　

　

　

２

　

　

　
	新設又は増設した設備

（製造事業用）に直接

従事する従業者数　③
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　

　

　
	　　　　　

　　　　　

        ３
	

	
	前記③の新設又は増設

した設備に係る事務職

員等（直接従業者以外

の従業者）の数　　④
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　　　　　

　　　　　

　　　　　

        ４
	

	当該法人又は個人が県内に

有する事業所等に従事する

従業者で上記の欄に掲げる

者以外の数　　　　　　　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　

　

　

　
	　　　　　

　　　　　

　　　　　

        ａ
	

	　　　　　　　　　　　　

　　比　    率　　(A) 　


	
	新増設１に係るもの　　　　　　新増設２に係るもの

　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　３　　　　　
  ａ＋１＋２＋３＋４　　　　　　　ａ＋１＋２＋３＋４


	


（注）１　適用対象となる新増設が３ヵ所以上になる場合は，１，２に準じ適宜欄を設けること。       

　　　２　「新設又は増設した設備に係る事務職員等」とは，当該新設した設備において事務等に従     

　　　　事するものであること。                                                                 

　　　３　「当該法人又は個人が県内に有する事業所等に従事する従業者で上記の欄に掲げる者以外     

　　　　の数」とは，当該法人又は個人が県内に有する事業所等に従事する従業者の総計から，適用     

　　　　対象となる新設又は増設した設備に係る従業者数（直接従業者，事務職員等）を控除した数     

　　　　であること。                                                                           

　　　４　(A) の率は課税標準となるべき当該事業年度又は年の所得に乗ずる率であること。           

　　　５　農工法の規定を適用して課税免除する場合は，項目の欄中「製造事業用」とあるのを「工     

　　　　業等用」と読み替えて記載すること。                                                     

